千葉市障害者福祉バス管理運営要綱
（趣旨）
第１条　この要綱は、障害者の社会活動への参加を促進し、もって福祉の増進に資するため、千葉市障害者福祉バス（以下「障害者福祉バス」という。）の管理及び運営に関し必要な事項を定めるものとする。
（定義）
第２条　この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところによる。
（１）障害者団体　本市に住所を有する障害者により構成される団体をいう。
（２）障害者福祉施設　本市内に事業所を有する障害者福祉施設をいう。
（３）障害者福祉関係団体　本市における障害者福祉の増進への寄与を直接、かつ、主たる目的として設立された団体をいう。
（利用対象団体）
第３条　障害者福祉バスを利用することができる団体は、障害者団体、障害者福祉施設及び障害者福祉関係団体並びに千葉市療育センターの指定管理者（以下「指定管理者」という。）がこれらに類するものとして認めた団体（以下「障害者団体等」という。）であり、かつ、それぞれこれらの団体に該当することについて指定管理者から利用団体の登録を受けているものとする。
２　指定管理者は、障害者団体等以外の団体からの利用申込があった場合において、当該団体が主催する行事に障害者が参加している場合であって、かつ、当該団体が指定管理者から障害者団体等に準ずる団体（以下「その他の団体」という。）としての登録を受けている場合に限り、当該行事に係る利用の申込みを受け付けることができる。
３　前２項に規定する登録は、登録を受けようとする団体が、指定管理者に対して千葉市障害者バス事前登録申請書（様式第１号）による申請を行い、これに対して指定管理者が審査の上、千葉市障害者バス事前登録書（様式第２号）を交付することにより行う。
４　第１項及び第２項の規定による利用対象団体が障害者福祉バスの利用のために確保した介護者等については、当該利用に限り、当該団体の構成員とみなす。
（運行形態）
第４条　障害者福祉バスの運行は、次の各号に掲げるとおりとする。
（１）日帰りの運行（以下「日帰り運行」という。）
（２）一泊宿泊の運行（以下「宿泊運行」という。）
（定員）
第５条　障害者福祉バスの定員は、次の各号に掲げるとおりとする。
（１）日帰り運行　１５人以上４３人以下（車椅子固定席２名分を含む。次号において同じ。）
（２）宿泊運行　２５人以上４３人以下
（運行日等）
第６条　障害者福祉バスは、次の各号に掲げる日以外の日に運行するものとする。
（１）千葉市療育センター設置管理条例（昭和５６年千葉市条例第１４号）第４条の規定による療育センターふれあいの家の休日に当たる日
（２）法令で義務付けられている車両検査、車両整備等を実施する日
（３）その他市長又は指定管理者が運行に支障があると認めた日
２　障害者福祉バスの利用時間は、次の各号に掲げるとおりとする。
（１）日帰り運行　午前９時３０分から午後４時まで
（２）宿泊運行　午前９時３０分から翌日の午後４時まで
３　宿泊運行により障害者福祉バスを運行する回数は、各月２回を限度とする。ただし、７月及び８月においては、各月４回を限度とする。
（利用の申込み）
第７条　障害者福祉バスの利用の申込みは、千葉市障害者福祉バス「たいよう号」利用申込書（様式第３号。以下「申込書」という。）を指定管理者に提出することにより行うものとする。
（利用申込期間）
第８条　日帰り運行に関する利用の申込みは、次の各号の区分に応じてそれぞれ当該各号に定める期間に行うものとする。
（１）障害者団体等（障害者が障害者バスを利用する行事等に参加する場合に限る。）　利用しようとする日の属する月の３月前の月の初日から利用しようとする日の７日前まで
（２）障害者団体等（障害者が障害者バスを利用する行事等に参加しない場合に限る。）及び第３条第２項の規定により利用申込みを行うことができることとされた団体　利用しようとする日の属する月の前月の初日から利用しようとする日の７日前まで
２　宿泊運行に関する利用（前項第１号に規定する団体に限る。）の申込みは、利用しようとする日の属する月の６月前の月の１５日から２５日までに行うものとする。ただし、この申込期間における申込みの件数が第６条第３項の規定による運行回数の上限に達しなかった等により、宿泊運行の利用を受け付けることができる日程がある場合は、第６条第３項に規定する運行回数の上限に達するまで、この申込期間の末日の翌日から利用しようとする日の３０日前までの間、宿泊運行の利用の申込みを受け付けるものとする。
３　宿泊運行に関する利用（第１項第２号に規定する団体に限る。）の申込みは、利用しようとする日の属する月の３月前の月の１５日から利用しようとする日の３０日前までに行うものとする。
４　前３項の規定において、利用の申込期間の初日又は末日が、日曜日、土曜日及び国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７８号）に規定する休日並びに１２月２９日から翌年の１月３日までに当たるときは、その日後においてその日に最も近いこれらに該当しない日をそれぞれ初日及び末日とみなす。
（利用の決定）
第９条　指定管理者は、前条第１項から第３項までの規定による利用の申込みがあった場合は、申込書に記載された事項を審査のうえ、次の各号に掲げる方法により利用を決定し承認するものとする。
（１）前条第１項に規定する申込み　先着順
（２）前条第２項本文に規定する申込み　利用日が重複した場合及び申込件数が第６条第３項の規定による運行回数の上限を超えた場合は抽選
（３）前条第２項ただし書及び第３項に規定する申込み　先着順
２　指定管理者は、前項の規定による審査において、第６条第２項の運行時間内に運行が終了しないおそれがあると認めたときは、申込みを行った団体に対して、運行計画の見直しを求めることができる。
３　指定管理者は、申込みを行った団体が前項の求めに応じない場合は、利用の承認をせず、又は取り消すことができる。
４　指定管理者は、第１項の規定により利用を承認したときは、千葉市障害者福祉バス「たいよう号」利用承認通知書（様式第４号）により、利用を承認しないときは、千葉市障害者福祉バス「たいよう号」利用不承認通知書（様式第５号）により申込みを行った団体の代表者に通知する。
（利用変更等の取り扱い）
第10条　前条第１項の規定による利用の承認後においては、利用日の変更、行先の変更等は認めないものとする。
２　利用の承認を受けた団体の代表者は、前条第１項の規定による利用の承認後において障害者福祉バスの利用を中止しようとするときは、速やかにその旨を指定管理者に通知しなければならない。
（利用団体による適正利用）
第11条　障害者バスを利用する団体は、第６条第２項の運行時間を厳守するよう努めるものとする。
２　障害者バスを利用する団体は、利用を終了する際には、車内を原状に回復しなければならない。
（経費の負担）
第12条　有料道路利用料、駐車料、運転員の宿泊費等当該運送に関する費用は、利用者の負担とする。
（運行の中止）
第13条　市長又は指定管理者は、天災等やむを得ない事由があるときは、障害者福祉バスの運行を中止することができる。
（管理運営の委託）
第14条　障害者福祉バスの管理及び運営は、指定管理者に委託して実施する。
（委任）
第15条　この要綱に定めるもののほか、障害者福祉バスの管理及び運営に関し必要な事項は、市長が別に定める。
　　　附　則
　　この要綱は、昭和５８年８月１日から施行する。
　　　附　則
　この要綱は、平成９年４月１日から施行する。
　　　附　則
　１　この要綱は、平成１１年４月１日から施行する。
　２　この要綱の施行前に行われた利用の申し込み及び決定については、なお従前の例による。
　　　附　則
　１　この要綱は、平成１５年４月１日から施行する。
　２　この要綱の施行前に行われた利用の申し込み及び決定については、なお従前の例による。
　　　附　則
　１　この要綱は、平成１６年４月１日から施行する。
　２　この要綱の施行前に行われた利用の申し込み及び決定については、なお従前の例による。
　　　附　則
　　この要綱は、平成１８年４月１日から施行する。
　　　附　則
１　この要綱は、平成２２年４月１日から施行する。
２　この要綱の施行の際現にこの要綱による改正前の様式により調製された用紙は、当分の間、必要な箇所を修正して使用することができる。
　　　附　則
１　この要綱は、平成２４年１０月１日から施行する。
２　この要綱による改正前の千葉市障害者福祉バス管理運営要綱の規定に基づいてなされた利用の承認は、この要綱による改正後の千葉市障害者福祉バス管理運営要綱（以下「新要綱」という。）の規定に基づいてなされた利用の承認とみなす。
３　新要綱第３条第３項の規定による登録に関する手続については、この要綱の施行の日前においても行うことができる。
４　この要綱の施行の日から平成２４年１２月末日までの期間に係る新要綱第８条第１項の規定による利用の申込みについては、同項に規定する期間の初日がこの要綱の施行の日前となる場合にあっては、同項の規定に関わらず、当該期間の初日を平成２４年１０月１日として、同項の規定を適用する。
５　平成２５年１月１日から平成２５年３月末日までの期間に係る新要綱第８条第２項本文の規定による利用の申込みについては、同項本文の規定に関わらず、同項本文に規定する期間を平成２４年１０月１５日から同月２５日までとして、同項本文の規定を適用する。
６　この要綱の施行の日から平成２５年３月末日までの期間に係る新要綱第８条第２項ただし書の規定による利用の申込みについては、同項ただし書の規定に関わらず、同項ただし書に規定する期間の初日を平成２４年１０月２６日として、同項ただし書の規定を適用する。
７　この要綱の施行の日から平成２４年１２月末日までの期間に係る新要綱第８条第３項の規定による利用の申込みについては、同項の規定に関わらず、戸項に規定する期間の初日を平成２４年１０月２６日として、同項の規定を適用する。
８　前３項の規定による利用の申込みに係る利用の決定については、新要綱第９条の規定を準用する。
　　　附　則
１　この要綱は、平成２６年４月１日から施行する。
２　この要綱の施行の際現にこの要綱による改正前の様式により調製された用紙は、当分の間、必要な箇所を修正して使用することができる。
　　　附　則

１　この要綱は、令和２年４月１日から施行する。

２　この要綱の施行の際現にこの要綱による改正前の様式により調製された用紙は、当分の間、必要な箇所を修正して使用することができる。
